
令 和 ７ 年 度  

さぬき市監査委員

さぬき市健全化判断比率　審査意見書

さぬき市資金不足比率　  審査意見書



１ 審査の概要

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

２ 審査の結果

（１） 総合意見

いずれも適正に作成されているものと認められた。

【財政健全化判断比率年度別推移表】

（２） 個別意見

①実質赤字比率について

②連結実質赤字比率について

ている。【表1】参照

③実質公債費比率について

早期健全化基準

12.73％

17.73％

25.0％

350.0％

②連結実質赤字比率 △ 15.49％ △ 10.10％ △ 9.87％

③実質公債費比率 11.7％ 11.7％ 11.2％

④将来負担比率 △ 98.3％ △ 72.5％ △ 60.0％

令和７年度健全化判断比率審査意見書

財政健全化の審査に当たっては、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

健全化判断比率 令和5年度 令和6年度 令和7年度

①実質赤字比率 △ 3.37％ △ 2.92％ △ 3.44％

0.5ポイント改善しており、早期健全化基準の25.0％の範囲内である。

これについては、地方債の新規借入の抑制等により、当該比率の分子に当たる

元利償還金の額や公営企業が地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金、

普通交付税が増加したことが主な要因となっている。

令和７年度一般会計等（普通会計）の実質収支額は、539,984千円（対前年度

85,444千円増）で、実質赤字比率は△3.44％の黒字である。

当市の早期健全化基準12.73％を下回り、健全性は保たれている。【表1】参照

令和７年度の連結実質赤字比率は、一般会計等２会計、公営事業会計６会計及

び法適用公営企業会計２会計、法非適用公営企業会計１会計の計１１会計で

△9.87％と黒字であり、当市の早期健全化基準17.73%を下回り、健全性は保たれ

令和７年度の実質公債費比率（３か年平均）は11.2％で、前年度の11.7％より

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる負担金が減少したこと

などにより分子全体が減少し、分母に当たる標準財政規模となる標準税収入額や
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④将来負担比率について

（３） 是正改善を要する事項

　特に指摘すべきことはない。

増加しているものの、早期健全化基準の350.0％を下回り、健全性は保たれている。

実質公債費比率については、香川県内自治体の中で順位が低い状態が続いて

いるため、更なる低減に努められたい。【表2】参照

【表3】参照

令和７年度の将来負担比率は△60.0％で、前年度の△72.5％から12.5ポイント
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【表1】　実質・連結実質赤字比率年度別推移表 （単位：千円）

項 目
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

小　　　　　　　計

一般会計等に
属する

特別会計

一
般
会
計
等 建設残土処分場事業

特別会計

介護保険事業特別会計 58,641

国民健康保険事業
特別会計

220,752 223,395 194,599 90,489

△ 5.63％ △ 7.64％ △ 4.84％ △ 3.37％

136,690

873,793 1,221,512 746,377 522,949 454,540 539,984 △ 333,809

資 金 不 足 ・ 剰 余 額

534,563 △ 479,907

29,049

261,078

△ 2.92％

287

138,649

575 34

23,137 325

545 21

25,914 25,823

法適用企業

一般会計等以外
の特別会計のう
ち公営企業に係
る特別会計以外

の会計
772 549

22,812 23,716

524

26,143

多和診療所事業特別会計

195,944 134,277117,877

後期高齢者医療事業
特別会計 903 719

155,969

222 1,220

令和7年度
令和2年度

29,952

比

実 質 収 支 額

8,910 10,169 0 ― ―

共通商品券発行事業
特別会計 15,993 21,076 20,156 20,048

―

一 般 会 計 767,986 1,191,526 716,052 502,901 433,976

92,200 △ 128,552

△ 3.44％ 2.19％

15,667,331 165,478

590

247,870

16,583

523,401 △ 244,585

令和6年度

標 準 財 政 規 模 15,501,853 15,973,092 15,402,376 15,473,433 15,522,789

130,834 72,193

20,564

89,814

実質黒字・赤字比率

介護サービス事業
特別会計

484 539

病院事業会計 1,014,470 1,718,103 2,189,324 1,431,573 669,656

津田診療所事業特別会計 541 32,065 22,860 14,083 3,905

下 水 道 事 業 会 計 61,667 141,098 204,329 50,262

1,875,300 1,113,506 1,007,762 △ 372,642

法非適用企業 観光事業特別会計 94 108 157 197 801

1,547,746 △ 706,451

標 準 財 政 規 模 15,501,853 15,973,092 15,402,376 15,473,433 15,522,789 15,667,331 165,478

合　　　　　　　計 2,254,197 3,498,178 3,632,430 2,398,249 1,568,046

12 △ 82

小　　　　　　　計 1,380,404 2,276,666 2,886,053

△ 9.87％ 4.67％連結実質黒字・赤字比率 △ 14.54％ △ 21.90％ △ 23.58％ △ 15.49％ △ 10.10％
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【表2】　実質公債費比率年度別推移表 （単位：千円）

②

⑥

⑦

⑧

⑫

⑬

⑭

項 目
令和2年度

①
元利償還金の額（繰上償還額等を
除く）

3,565,854 3,631,834 3,623,535 3,533,505

比

3,357,518 3,171,633 △ 394,221

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

積立不足額を考慮して算定した額 0 0 0 0 0 0 0

③
満期一括償還地方債の１年当たり
の元金償還金に相当するもの

0 0 0 0 0 0 0

0 △ 2,952

0 0

877,783 810,535 △ 203,099

⑤
一部事務組合等の起こした地方債
に充てたと認められる補助金又は
負担金

72,263 97,830 96,986 105,902 101,859

④
公営企業に要する経費の財源とす
る地方債の償還の財源に充てたと
認められる繰入金

1,013,634 1,030,608 944,169 913,597

57,536 △ 14,727

一時借入金の利子 0 0 0 0 0

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 2,952 0 0 0 0

2,029,920 △ 583,277

△ 51,527547,075

2,509,557

小　　　　　　　計 4,654,703 4,760,272 4,664,690 4,553,004 4,337,160 4,039,704 △ 614,999

33,234 △ 28,571

⑨ 573,520 559,755 545,427 521,993

特定財源の額 61,805 56,210 48,915 44,669 42,842

569,152

2,593,065

62,597

事業費補正により基準財政需要額
に算入された公債費

災害復旧費等に係る基準財政需要
額

密度補正により基準財政需要額に
算入された元利償還金及び準元利
償還金（ただし、④～⑦に係るも
のは地方債の元利償還額を基礎と
して算入されたものに限る）

57,310

2,432,319 2,211,590⑩ 2,613,197

⑪ 70,55169,925

2,664,168 △ 641,664

分子合計{（①～⑦）- ⑧ -（⑨～⑪）} 1,348,871 1,479,248 1,489,218 1,445,710 1,465,028 1,375,536 26,665

小　　　　　　　計 3,305,832 3,281,024 3,175,472 3,107,294 2,872,132

72,273 79,021 21,711

7,113,947 234,290

普通交付税額 8,024,150 8,746,106 8,525,821 8,474,014 8,414,234 8,553,384 529,234

標準税収入額等 6,879,657 6,473,086 6,676,572 6,910,297 7,068,062

0 △ 598,046

小　　　　　　　計 15,501,853 15,973,092 15,402,376 15,473,433 15,522,789 15,667,331 165,478

臨時財政対策債発行可能額 598,046 753,900 199,983 89,122 40,493

13,036,397 778,571

実質公債費比率（単年度） 11.004% 11.604% 12.131% 11.649% 11.542% 10.552% △ 0.453％

分母合計{⑫+⑬+⑭ -（⑨～⑪）} 12,257,826 12,748,278 12,275,819 12,410,808 12,693,499

11.2% △ 2.0％実質公債費比率（３か年平均） 13.2% 12.4% 11.5% 11.7% 11.7%
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【表3】　将来負担比率年度別推移表 （単位：千円）

比
項 目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和2年度

将

来

負

担

額

地 方 債 の 現 在 高 22,922,671 21,228,873 19,044,538 17,479,696

組 合 負 担 等 見 込 額 515,026 428,559 332,785

公営企業債等繰入見込額 9,258,810 7,433,655 5,901,309 5,373,389

設立法人の負債額等負担見込額 499,279 388,848 388,459 151,309

15,570,008 14,591,459 △ 8,331,212

債務負担行為に基づく支出予定額 4,188 1,396 0 0 2,890,000 2,890,000 2,885,812

4,881,295 4,756,007 △ 4,502,803

227,227 72,812 18,127 △ 496,899

退 職 手 当 負 担 見 込 額 1,851,828 1,940,844 1,907,478 1,923,122 2,093,608 2,271,402 419,574

151,380 0 △ 499,279

0 0

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 0 0 0 0

連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0 0 0

24,526,995 △ 10,524,807

充
当
可
能

財
源
等

充 当 可 能 基 金 14,057,565 14,731,583 14,870,067 14,798,165 14,172,467 13,076,569

合　　　　計（Ａ） 35,051,802 31,422,175 27,574,569 25,154,743 25,659,103

△ 980,996

充 当 可 能 特 定 歳 入 227,507 204,604 205,525 194,864 178,981 161,825 △ 65,682

19,111,289 △ 8,740,428

合　　　　計（Ｂ） 42,136,789 40,828,338 39,162,945 37,364,306 34,871,396 32,349,683 △ 9,787,106

基準財政需要額算入見込額 27,851,717 25,892,151 24,087,353 22,371,277 20,519,948

△ 7,822,688 △ 737,701

標準財政規模（Ｃ） 15,501,853 15,973,092 15,402,376 15,473,433 15,522,789 15,667,331 165,478

合計（Ａ）－合計（Ｂ） △ 7,084,987 △ 9,406,163 △ 11,588,376 △ 12,209,563 △ 9,212,293

△ 60.0％ △ 2.3％将 来 負 担 比 率 △ 57.7％ △ 73.7％

12,748,278 12,275,819 12,410,808 12,693,499 13,036,397 778,571

算入公債費等の額（Ｄ）

△ 94.4％ △ 98.3％ △ 72.5％

2,630,934 △ 613,093

標準財政規模（Ｃ）－算入公債費等の額（Ｄ） 12,257,826

3,244,027 3,224,814 3,126,557 3,062,625 2,829,290
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R5までの表　第一縦目盛りが切れていたので修正

12.4％
11.5％ 11.7％ 11.7％ 11.2％

△ 73.7％ △ 94.4％ △ 98.3％

△ 72.5％

△ 60.0％

△ 100.0％

△ 90.0％

△ 80.0％

△ 70.0％

△ 60.0％

△ 50.0％

△ 40.0％

△ 30.0％

△ 20.0％

△ 10.0％

0.0％

2.0％

4.0％

6.0％

8.0％

10.0％

12.0％

14.0％

16.0％

18.0％

3 4 5 6 7

実質公債費比率・将来負担比率の推移

実質公債費比率 将来負担比率
年度

実質公債費比率 将来負担比率

3,498,178 3,632,430

2,398,249
1,568,046 1,547,746

△ 21.90％ △ 23.58％

△ 15.49％

△ 10.10％ △ 9.87％

△ 30.00％

△ 25.00％

△ 20.00％

△ 15.00％

△ 10.00％

△ 5.00％

0
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連結実質収支額・連結実質赤字比率の推移

年度

千円

連結実質収支額

連結実質赤字比率

1,221,512

746,377
522,949 454,540 539,984

△ 7.64％

△ 4.84％

△ 3.37％
△ 2.92％

△ 3.44％

△ 9.00％

△ 7.00％

△ 5.00％

△ 3.00％

△ 1.00％

0
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実質収支額・実質赤字比率の推移千円
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実質収支額
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※香川県市町行財政要覧を基に作成。
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１ 審査の概要

２ 審査の結果

（１） 総合意見

れも適正に作成されているものと認められる。

注意）　「資金不足額・剰余額」は、資金不足の場合、負の値で表示している。

（２） 個別意見

①資金不足比率について

　今後とも引き続き経営健全化に努められたい。

（３） 是正改善を要する事項

　　特に指摘すべきことはない。

記

公 営 企 業 会 計 の 名 称 資金不足額・剰余額 資 金 不 足 比 率

病 院 事 業 会 計 534,563千円 －

　審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

　経営健全化の審査に当たっては、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

令和７年度公営企業会計資金不足比率審査意見書

　令和７年度の資金不足額・剰余額は、全特別会計で黒字である。

下 水 道 事 業 会 計 195,944千円 －

観 光 事 業 特 別 会 計 12千円 －
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